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中国の社会主義新農村建設の推進政策について

 山下　憲博　

　2002 年 11 月の中国共産党第 16 回大会に
おいて「全面的小康社会の実現」が方針とし
て打ち出され，都市と農村との経済格差解
消の必要性が強調された。これを引き継い
で 2004 年８月の党第 16 期４中全会におい
て，工業が農業を養い，都市が農村を牽引す
るという「２つの趨勢」という考え方が示さ
れた。そして，この翌年の 2005 年 10 月の党
第 16 期５中全会で社会主義新農村建設が提
起された。また，党の決定を受けて毎年の年
末か年初には，党と国務院が主催して中央農
村工作会議が開催されるが，この会議での決
定が，2004 年以降は，毎年，中央１号文件
として公布されている。これら中央１号文件
は，2004 年には農民収入の増加，2005 年に
は農業総合生産力の向上，2006 年は社会主
義新農村建設の推進を主題としたものであ
る。時系列的に党の中央委員会全体会議での
決定と毎年の中央農村工作会議の決定を眺め
ると，主題が社会主義新農村建設に収斂して
きていることがよくわかる。
　社会主義新農村建設の基本的な考え方につ
いて，2006 年中央１号文件では，次のよう
に解説している。①全面的な小康社会を建設
するための最も困難で重要な任務は農村にあ
る。現代化の促進を加速するためには，工業
と農業，都市と農村の関係を適切に処理する
必要がある。②新農村建設の推進は長期にわ
たる重要な歴史的任務であり，農村生産力の
発展を促進し，食糧生産の安定的発展と農民
収入の持続的な向上が堅持されなければなら
ない。③農村の基本的経営制度を堅持して，
農民の主体的地位を尊重しつつ，農村の体制
･メカニズムを不断に刷新して行かなければ
ならない。④都市と農村の二重構造体制を改
変するための条件を整備し，都市と農村の労
働者が平等に就職できる制度を構築し，経済

発展レベルに相応した多様な形式の農村社会
保障制度を構築するべきである。⑤新農村建
設に推進活動においては，地元の実態に応じ
て実効性に注意を払い，形式主義を廃して，
力量に相応した実行に心がけ，強引な実行は
禁物である。
　社会主義新農村建設が目指すものとして，
政府が執ろうとしている施策を整理してまと
めると以下の３点に集約できる。①農村総合
生産能力を向上させる。②農民収入の持続的
増加を図る。③農村の各種インフラ（社会シ
ステムを含む）を整備する。また，新農村建
設をめぐる阻害要因としては，３つの要因別
に次の３つの課題が指摘できる。①指導的要
因としては，基層政府の財政問題の深刻化し
ている（土地収用問題を含む）。②自助的要
因としては，農民合作組織化が低迷してい
る。③経済的要因としては，農村金融体制が
未整備状態に置かれている。
　これらの課題の克服も含めて，現在の中国
の農業経済研究者の間で，新農村建設モデル
をめぐる論争が行われている。論者の一方は
中国人民大学教授の温鉄軍氏で，日本・韓国
で有効であった「政府助成+総合農協」方式
を欧米モデルの「農場主+企業」方式に換え
て採用すべきであると主張している。これに
対して，社会科学院の研究者である党国英氏
は，かつて韓国は都市への人口移転を促進す
ることにより，農村生活を改善することがで
きたのであり，農村人口の減少こそが，農村
と都市間の格差を縮小を実現を可能にすると
主張する。これは市場経済の中で小農経営を
協同化して共生させる方向か，規模化した新
たな担い手を育成する方向か，という論争で
ある。
　新農村建設というのは，人民公社時代の
「集中」から家族請負制の「分散」へ移行し
た中国農業が，市場経済下において規模化や
協同化という新たな「再集中」に向けて動き
出し始めたものであるということが言える。
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